
１． 継続事業の前提に関する注記

２． 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有有価証券

償却原価法（定額法）を採用している。

その他の有価証券

総平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし。

（3）固定資産の減価償却の方法

建物並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を、

その他の固定資産については、定率法を採用している。

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用している。また、重要性のないリース取引については、賃貸借処理を継続する方法を

採用している。

（4）引当金の計上基準

退職給付引当金

期末退職手当の支給額に相当する金額を計上

（5）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式により行っている。

３.

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

投資有価証券

預　金

退職給付引当資産

建　物

構築物

什器備品

33,015,260 33,015,260

221,594,948 144,948 221,450,000

財務諸表に対する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

579,792 144,948 724,740

小　　計 255,190,000 144,948 144,948 255,190,000

20,830,638 593,968 3,879,781 17,544,825

15,262,372 3,149,712 6,383,683 12,028,401

特定資産

24,937,433 4,506,044 3,372,981 26,070,496

247,185,760 1,476,642 28,344,238 220,318,164

小　　計 308,216,203 9,726,366 41,980,683 275,961,886

合　　計 563,406,203 9,871,314 42,125,631 531,151,886



４．

基本財産

定期預金

投資有価証券

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

構築物

什器備品

５．

該当なし。

６． 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

什器備品

一括償却資産

７． 保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

該当なし。

８．

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

利付国債5年第120回

利付国債5年第121回

33,015,260 (33,015,260)

221,594,948 (221,594,948)

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの

充当額）

（うち一般正
味財産からの

充当額）

（うち負債に
対応する額）

預　金 579,792 (579,792)

255,190,000 (255,190,000) (          0） (          0）

12,028,401 (12,028,401)

小　　計 275,961,886 (          0） (249,891,390)

26,070,496 (26,070,496)

建　物 220,318,164 (220,318,164)

17,544,825 (17,544,825)

担保に供している資産

（単位：円）

科　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

(26,070,496)

合　　計 531,151,886 (255,190,000) (249,891,390) (26,070,496)

5,581,201 3,803,082 1,778,119

11,155,024 7,025,717 4,129,307

合　　計 18,711,005 12,140,052 6,570,953

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

ソフトウエア 1,974,780 1,311,253 663,527

51,450,000 51,516,885 66,885

合　　計 221,450,000 221,822,885 372,885

種類及び銘柄 帳簿価格 時　　価 評価損益

国債

170,000,000 170,306,000 306,000



９．

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

0

0

0 0

10．

該当なし。

11．

該当なし。

12．

該当なし。

13．

該当なし。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

重要な後発事象

合　　　計 1,100,107,964 1,100,107,964

基金及び代替基金の増減額及びその残高

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

関連当事者との取引の内容

高知市観光振
興事業補助金

高知市長 10,000,000 10,000,000 0 一般正味財産

高知県観光振
興推進事業費

補助金
高知県知事 1,090,107,964 1,090,107,964 0 一般正味財産


